【様式第１号】（企業→財団）
令和　　年　　月　　日
　公益財団法人岡山県産業振興財団
　理 事 長　　小 林　健 二　様
　　　　　　　　　　　　　　　　（企　業　名）

　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者役職・氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　
令和６年度実践型ＤＸ推進人材育成事業　実践型研修

支援要請書
1． 企業の概要　
	【本社所在地】
〒　　‐


	【支援要望場所】
（事業所名）
（住所）〒　　‐


	【担当者名・連絡先】
（役職）　　　　　　　　　　（氏名）
（E-mail）
（TEL）　　　　　　　　　　（FAX）

	【資本金・出資金】
　　　　　　　　　　　　円

	【従業員数（役員等を除く）】
　　　　　　　人

	【創業・設立年月日】
（創業）　　年　　　月　　　日
（設立）　　年　　　月　　　日

	【主たる業種】　　※日本標準産業分類　中分類を記載してください。
（業種）　　　　　　　　　　　　　（中分類番号（数字２桁））


2． 誓約　

(1)当社は現在又は将来にわたって、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ、政治運動標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団、その他反社会的勢力（以下「暴力団等反社会的勢力」という。以下同じ）に該当しないことを表明・確約します。

(2)当社は現在又は将来にわたって、自ら又は第三者を利用して、①暴力的な要求行為、②法的な責任を越えた不当な要求行為、③取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為、④風説を流布し、偽計若しくは威力を用いて貴財団の信用を毀損し、又は貴財団の業務を妨害する行為、⑤その他これらに類する行為を行っていないことを表明・確約します。

(3)当社が上記のいずれかを満たさないと認められることが判明した場合又はこの表明・確約が虚偽の申告であることが判明した場合は、本支援を中止されても異議を申しません。これにより損害が生じた場合でも、一切当社の責任といたします。

(4)当社は、当社が暴力団等反社会的勢力でないことを確認するために、貴財団が行う調査に協力するとともに、必要に応じて本要請書に記載された情報を貴財団が岡山県警察本部に照会することに同意します。
３．支援の理由・内容
	（１）現在の事業内容


	（２）将来ビジョン・目標


	（３）（２）の実現・達成に対するＤＸ推進との関連性
※（２）の実現・達成に向けてなぜＤＸ推進が必要なのか、ＤＸ推進により強化・改善を図りたいと考えている現状の問題点等を踏まえてご記載ください。



	（４）ＤＸ推進体制（本研修での実行メンバー含む）


	（５）支援により期待する成果


※行は適宜広げてください。
	【財団記入欄】



